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※法律等の条文の記載について 

法律等の条文を記載するにあたっては、原則として、条については「第」をつけて

いるが、項・号については「第」の記載を省略している。ただし、項・号につい

て、適宜「第」の記載していることがある。 

 

※数字の記載について 

本文中の数字は原則として、全角で「，」をつけない。表等の数字は適宜全角または

半角を用いている（資料等を抜粋した場合は、そのものを掲載している。）。ただ

し、適宜「、」または「，」を付記していることがある。 

 

※略称について 

法令、条例、内規等については、適宜略称をする際、本文中にてその旨を明示して

いる。また、包括外部監査人については、適宜「監査人」と略称することがある。 

 

※年度について 

原文が「平成３１年度」となっているものを除いて、原則として「令和１年度」又

は「令和元年度」と記載する。 
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第１章 包括外部監査の概要 

 

第１ 外部監査の種類 

地方自治法第２５２条の３７の１項に基づく包括外部監査 

第２ 選定した特定の事件 

１ 外部監査のテーマ 

防災・減災に関する財務・事務執行 

２ 外部監査の対象期間 

原則として２０２３（令和５）年度。ただし必要に応じて他年度。 

 

第２章 事件を選定した理由 

 

我が国ではその地理的条件や気象的条件等から、豪雨や豪雪、地震や台

風などの自然災害による甚大な被害が繰り返し発生してきた。近年では２

０１１（平成２３）年の東日本大震災、２０１６（平成２８）年の熊本地

震、２０２４（令和６）年の能登半島地震の発生のほか、２０１８（平成

３０）年７月の西日本豪雨、２０１９（令和元）年８月に九州北部豪雨、

２０２０（令和２）年７月に熊本豪雨等、毎年豪雨災害が記録されている

ように、多様な自然災害が日本各地で発生し、以前よりも深刻な損害を被

る機会も多い。佐世保市は１９６７（昭和４２）年７月の大水害以降は、

災害救助法の適用を受ける規模の災害は発生していないものの、度々大雨

や台風に見舞われており、今後も大きな被害が出る可能性は否定できない。 

このような状況を受け、佐世保市においては、災害の未然防止、災害の

軽減及び災害復興のための諸施策を明らかにし、これを総合的かつ計画的

に推進するための「佐世保市地域防災計画」、災害対策を総合的かつ計画的

に推進するための「佐世保市防災減災事業計画」「佐世保市防災減災事業計
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画実施計画」を策定するなど、防災や減災に関する様々な取り組みを進め

てきている。その取り組みを今後も十分に進めていくためには、防災や減

災に関する財務・事務執行を適切に管理することが非常に重要となる。 

また、これまで佐世保市の包括外部監査において同内容の監査が実施さ

れていないことから、防災や減災に関する事業について、財務・事務執行

が効果的かつ適切に実施されてきたかどうか検証を行うことは有意義であ

り、どのような事業が必要で何が足らないかという観点からも検証を試み

たく、本年度の監査テーマとして選定した。なお、防災や減災に関する事

業は多岐にわたることから、本監査においては予防の点に絞って監査を実

施した。 

 

第３章 包括外部監査の手法 

 

第１ 外部監査の対象部署 

佐世保市の事務分掌として防災・減災に関する施策を統括している防災

危機管理局を主要な監査対象とし、関連する全部局の取組についても監査

対象とした。 

第２ 外部監査の観点 

防災・減災に関する事業の財務・事務執行の現状監査につき、その施策

や事務執行並びにその結果については、法令による是非を問われるべきも

のである。それゆえ、これらについては、適法性、有効性及び効率性に重

点を置いて検証した。また、その財務については、税金を直接の原資とし

ていることから、適法性、有効性及び効率性に加え、経済性も併せてその

適否につき留意した。 

それぞれの語句の意味について、以下のとおりである。 
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   適法性   法令等の根拠に照らし、防災・減災に関する事業の事務執

行が適切に執行されているか。 

   有効性   事務・事業の遂行および予算の執行の結果が、所期の目的

を達成しているか、また、効果を上げているか。 

   経済性   より少ない費用で実施できないか。 

   効率性   佐世保市における防災・減災に関する支出につき、同じ費

用でより大きな成果が得られないか、あるいは費用との対比

で最大限の成果を得ているか。 

 

第３ 外部監査の手続 

主な手続は、以下のとおりである。 

 

１ 関係資料（法規集・文献等）の収集・検証 

２ 関係部署に対するヒアリング・書面照会 

関係部署に対し、必要に応じて、ヒアリングを実施した。また、適宜、

関係部署、特に、佐世保市防災危機管理局をはじめとする各部署への書

面照会を用いて事実確認を行った。  

３ 関係書類の閲覧 

関係部署へ必要書類の閲覧を求め、閲覧した。原本確認が必要なもの

は原本を確認した。 

 

第４章 包括外部監査の期間 

 

２０２４（令和６）年４月１日～２０２５（令和７）年３月３１日 
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第５章 包括外部監査人及び包括外部監査人補助者 

 

本監査において、監査人は、監査の事務に際し、監査人補助者による補

助を受けている（地方自治法第２５２条の３２の１項）。 

監査人を含め弁護士４名体制である。 

 

   包括外部監査人      弁護士  馬 場  章 廣 

   包括外部監査人補助者   弁護士  松 田  貴 史 

   同上           弁護士  堤  智 代 美 

   同上           弁護士  今 井  寧 子 

 

第６章 利害関係 

 

選定した特定の事件につき、地方自治法第２５２条の２９の規定により

記載すべき利害関係はない。 

 

第７章 報告書の構成 

 

第１ 全体の構成 

   第１部  包括外部監査の概要 

   第２部  佐世保市の財政及び人口の推移 

   第３部  佐世保市における防災・減災の施策 

   第４部  総括 

第２ 各部の各章の構成 

本報告書では、第２部及び第３部において、基本的に、以下の構成で記

載することとした。ただし、章によっては、当該構成での記載が難しい場
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合は、別の構成によっている。 

 

１ 監査の観点・監査の方法 

当該項目において意識した監査の観点と監査の方法を記載した。 

２ 組織概要等 

佐世保市の防災・減災に関する施策を担当する防災危機管理局につい

て、適宜組織概要等を記載した。 

３ 法令、内規等（規範） 

佐世保市における防災・減災については、災害対策基本法など国の法

令が定められているが、地域毎の需要への対応のため、佐世保市防災会

議条例等の各条例及び内規が具体的な手続を定めている。関係法令や内

規等についても内容を精査した。   

４ 現実の運用状況、手続内容の摘示（事実） 

監査にて把握した実際の予算執行状況につき、必要に応じて選別の上

で、運用状況及び手続内容について摘示した。 

５ 意見等 

監査項目についての判断となる指摘及び意見、評価については、上記

の規範及び運用状況等事実について、適宜個別に付するとともに、各章

の総論的なものについては最後に記載した。それぞれの意義は次のとお

りである。 

（１） 規範に反しているもの、数値目標等が設定されているものの目標

に達していないものは「指摘」とする。 

（２） 規範には反していないものの改善・変更をすべきと考えるものを

「意見」とする。 

（３） 事務執行のうち評価されるべき点については、端的に「評価」と

記載している。 
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第２部 

 

 

佐世保市の財政及び人口の推移 
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第１章 佐世保市の財政の推移 

 

第１ 普通会計 

 

１ 佐世保市の会計につき一般会計及び特別会計を統一的に再構成した普通

会計につき、２０１９（令和元）年度から２０２２（令和４）年度までの

決算の推移は以下のとおりである。  

                   （単位：千円） 
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２ 決算統計主要指標比較表（２０１９（令和元）年度から２０２２（令和

４）年度まで） 

（単位：千円） 

 

 

３ 決算統計主要指標比較表（普通会計ベース） 

（２０１９（令和元）年度から２０２２（令和４）年度まで） 

（単位：千円） 
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第２ 一般会計 

 

１ 一般会計決算の推移（２０１９（令和元）年度から２０２２（令和４）

年度まで） 

（単位：千円） 
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２ 一般会計歳入決算額（２０１９（令和元）年度から２０２２（令和４）

年度まで） 

（単位：千円） 
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一般会計歳入について、最も重要な自主財源である佐世保市税は、概ね

横ばい状態となっている。２０２０（令和２）年度以降、大きくはないが

地方消費税の増加傾向があり、また、国庫支出金が２０２０（令和２）年

度に大きく増加している。これは、２０１９（令和元）年１０月に、消費

税額が「８％⇒１０％」となったため消費税が増額したものであり、また、

国庫支出金については、特別定額給付金事業や新生児等特別定額給付金事

業のための増額、並びに、「新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金」

の交付による増額である。 

 

３ 一般会計目的別歳出決算額（２０１９（令和元）年度から２０２２（令

和４）年度まで） 

（単位：千円） 
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第３ 財政に関する見通し 

 

１ 佐世保市中期財政計画の概略 

（１）佐世保市の財政に関する見通し 

佐世保市の財政に関する見通しについては、２０２３（令和５）年１０

月、佐世保市財務部が「佐世保市中期財政計画（令和６年度～令和元０年

度）」を策定している。同計画の概略は、以下のとおりである。 

（２）財政計画：２０２２（令和４）年時点での財政上の問題 

ア 収支全体 

２０２５（令和７）年度から２０３０（令和元０）年度の収支不足幅

は累積で△３４３．６億円となる見込みである。財政調整基金（年度に

よる財政不均衡を調整するため財源に余剰がある際に積み立てておく

基金）を全額繰り入れるとしても収支不足が改善しない厳しい状況に

ある。 

イ 歳入 

佐世保市税については、内閣府が公表した中長期の経済財政に関す

る試算（２０２３（令和５）年７月）において、「新しい資本主義の実

現に向けて、「人への投資」や成長分野における官民連携の下での投資

が促進される中で、生産性の上昇とあいまって、潜在成長率が着実に上

昇するとともに、所得の増加が消費に結びつく形で見込む」ことに沿っ

た形で、２０２４（令和６）年度は２９８．０億円（２０２３（令和５）

年度比＋２．０億円）が見込まれる。 

地方財政対策による推計を参考とした歳入純一般財源（１款（佐世保

市税）、２款～９款（譲与税及び長崎県税交付金）、１１款（地方特例交

付金）、１２款（地方交付税）、２３款（臨時財政対策債）の合計額）は、

２０２２（令和４）年度計画２０２４（令和６）～２０２７（令和９）
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年度と今回の同期間を比較すると、６４．８億円の増となる。 

２０２１（令和３）年度の「骨太の方針２０２１」の中で、引き続き

地方の一般財源総額は、２０２４（令和６）年度までの３年間は一定の

額を確保することが示されているものの、それ以降は不透明な状況で

あり、恒常的な財源不足が続く中、コロナ禍や物価高騰等への対応も加

わり一段と厳しさを増した現下の国の財政事情を鑑みれば、平時モー

ドに戻った際の国の歳出改革等に係る地方財政への影響について注視

していく必要があり、今後の地方財政は厳しい財政運営が予想される。 

ウ 歳出 

社会保障関係費が右肩上がりである。普通建設事業は２０１９（令和

元）年度（新西部クリーンセンター建設や学校空調整備の特殊要因あ

り）の２５３．０億円がピークである。今後は、施設の老朽化（施設保

全・長寿命化）への対応などにより高水準（増加していく見込み）であ

る。また、人件費や物価高騰に伴う光熱費が増加傾向であるほか、新規

事業（中学校給食無償化など）により歳出は増加している。社会保障関

係費の伸びは、公債費（借金返済）の縮減でカバーすることになる。な

お、公債費については、これまでの大型事業（クルーズ岸壁整備、新西

部クリーンセンター建設、学校空調整備等）の償還が続くことに加え、

今後、施設保全・長寿命化への対応などによる地方債の発行増が見込ま

れる。 

エ 財政計画 

第６次行財政改革推進計画（後期プラン）に掲げる改革改善の取組み

を継続して実施し、財源調整後の収支不足△２５．７億円は、第７次行

財政改革推進計画（行革推進プラン）の取組みによる改革改善効果額で

補い、財政運営の健全性の維持を目指す。 

しかしながら、５年間の累積で△７．０億円の収支不足（収支不均 
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衡）の状況であるため、さらなる改革改善の取組みを各部局が危機感

（危機意識）を持って実施する必要がある。 
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第２章 人口の推移     

                    

第１ 佐世保市の人口の推移 

全国的に少子高齢化、人口減が続いており、佐世保市においてもそれは

同様である。２０１９（令和元）年以降は総人口が２５万人を割る状況と

なっており、今後も人口減が続くことが見込まれる。 
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第３部 

 

 

佐世保市における防災・減災の施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



20 

 

第１章 監査の観点・方法 

 

佐世保市における防災危機管理局などの組織運営・事務分掌、「佐世保市地域

防災計画」の内容並びに予算等について佐世保市に資料提出を求め、これらの

現状を確認した。これらの点について、適宜意見を述べる。 
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第２章 我が国における防災・減災の経緯・内容等  

 

第１ 我が国の災害の歴史 

 

文字記録が残っていない時代の地震や大規模津波被害については、地層

に残る津波堆積物等により研究が行われている。４１６年に允恭地震（奈

良県）、５９９年に推古地震（奈良県）、６７９年に筑紫地震（福岡県）、６

８４年に白鳳地震（南海道沖）などが起こったとの記録が残っている。 

その後も多くの記録が残されており、大規模だったものとして、８６９

（貞観１１）年の貞観地震・津波（陸奥国）、１０２６（万寿３）年の万寿

地震（島根県益田市）、１０９６（嘉保３）年の永長地震（東海道沖地震）、

１０９９（承徳３）年の康和地震（南海道沖地震）、１２９３（正応６）年

の鎌倉大地震（永仁鎌倉地震）、１３６１ （正平１６）年の正平・康安地

震（南海道・東海道沖）、１４５４（享徳３）年の享徳地震（福島県）、１４

９８（明応７）年の明応地震（東海道沖）、１５８６（天正１３）年の天正

地震（東海東山道、飛騨・美濃・近江地震）、１６０５ （慶長９）年の慶長

地震（南海トラフ津波地震説）、１６１１（慶長１６）年の会津地震、慶長

三陸地震（東北地方）、１７０３（元禄１６）年の元禄地震（『鸚鵡籠中記』

によると死者２０万人とも）、１７０７（宝永４）年の宝永地震、１７７１

（明和８）年の八重山地震（明和の大津波）、１７９２（寛政４）年の島原

大変肥後迷惑（雲仙普賢岳噴火）、１７９３（寛政５）年の寛政地震（宮城

県沖地震）、１８５４（嘉永７）年の安政東海地震（東海道沖の巨大地震）

および安政南海地震（南海道沖の巨大地震）、１８５５（安政２）年の安政

江戸地震（安政の大地震）などが挙げられる。 

戦後を見ても、枕崎台風（１９４５（昭和２０）年）、南海地震（１９４

６（昭和２１）年）、カスリーン台風（１９４７（昭和２２）年）に始まり、
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毎年のように大規模な自然災害に見舞われ、多数の死者・行方不明者が発

生していた。 
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  ※ 令和６年版防災白書参照 
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第２ 我が国における防災対策の歴史 

 

我が国には、近世以前より「社倉」など、災害やそれに伴う飢饉等に備

えて備蓄し、災害時に富豪による寄付拠出の仕組みが地域の中に作られて

いた。明治期に入り、１８８１（明治１４）年には、地方公共団体の災害

復旧事業費について国庫が一定程度の割合を負担する災害復旧制度が設け

られた。さらに１８８０（明治１３）年には、「備荒儲蓄法」が制定され、

災害への備えが制度化された。その後、１８９９（明治３２）年には、災

害時に備え基金を設置する「災害準備拮金特別会計法（罹災救助韮金法）」

も制定された（同法は１９１１（明治４４）年の「府県災害士木費国庫補

助二関スル法律」で埜金制度に代わり国庫補助制度が創設されたことに伴

い廃止された）。 

前述の通り戦後すぐより大規模な自然災害が繰り返されるなか、災害救

助法（１９４７（昭和２２）年）、水防法（１９４９（昭和２４）年）、建築

基準法（１９５０（昭和２５）年）が制定され、防災や減災に向けた取組

が開始された。伊勢湾台風（１９５９（昭和３４）年）が契機となり、１

９６１（昭和３６）年、我が国の災害対策の基本となる法律として災害対

策基本法が制定され、防災行政の責任の明確化、総合的かつ計画的な防災

行政の推進が図られることとなった。 

兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災 １９９５（平成７）年）を契機と

して、災害対策基本法が一部改正され、ボランティア・自主防災組織によ

る防災活動の環境整備、内閣総理大臣が本部長となる「緊急災害対策本部」

の設置要件の緩和、自衛隊の災害派遣要請の法定化が図られることとにな

った。また、東北地方太平洋沖地震（東日本大震災 ２０１１（平成２３）

年）や熊本地震（２０１６（平成２８）年）などを契機に、震災による甚

大な被害や防災・減災意識の高まりとともに、災害対策基本法は下記の通
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り頻繁に改正されることになった。 

 

２０１２（平成２４）年 

大規模災害の広域対応、教訓伝承・防災教育の強化や多様な主体の参

加による地域防災力の向上等を推進 

２０１３（平成２５）年 

 被災者支援の拡充、住民と円滑かつ安全な避難の確保、大規模広域な

災害に対する即応力の強化、平素からの防災対策の強化等を推進 

２０１４（平成２６）年  

 災害時における緊急車両の通行ルート確保のための放置車両対策等を

推進 

２０１５（平成２７）年 

 特定の大規模災害における廃棄物処理について、環境大臣による災害

廃棄物処理に関する指針の策定、災害廃棄物処理の代行等を推進 

２０１６（平成２８）年 

 災害時における緊急車両の通行ルート確保のための放置車両対策を追

加（実施主体に港湾管理者及び漁港管理者を追加） 

２０１８（平成３０）年 

 被災都道府県からの応援の求めを受けた都道府県がその区域内の市町

村に対して被災市町村への応援を求めることができることを明確化 

２０２１（令和３）年 

 避難勧告・避難指示の一本化、個別避難計画の作成の努力義務化、広域

避難に係る居住者等の受け入れに関する規定、おそれ段階での国の災害

対策本部設置及び災害救助法の適用などを改正 
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第３章 佐世保市の防災・減災の現状と課題 

 

第１ 佐世保市の自然条件 

 

１ 地勢 

佐世保市は、平坦地に乏しく、いたるところに山岳丘陵が起伏し、北は

国見山脈から岐れた石盛山脈が連なり、東は国見山を主峯とする八天岳、

隠居岳などからなる国見山脈がそびえ、西には将冠岳、弓張岳などの山脈

があって佐世保と相浦とを分断し、南は深く入り込んだ佐世保湾によって

海に接している。一方海岸線は、極めて出入りが多く典型的なリアス式海

岸で、点在する島の数は２０８に及び、全国でも類を見ない特色ある形状

を示している。 

次に佐世保市及びその付近の地形を形づくる地質構造は、極めて複雑で

あるが、大別して火成と水成の両岩類に区分され、水成岩は殆んどが砂岩

と泥板岩でしめている。このほか早岐、日宇、相浦の一部に沖積層地帯（河

川の流域）があり、黒島の斑糲岩、東の浦、金山、高島の石英粗面岩など

わずかに見受けられる。佐世保市の地形の基盤をなす水成岩は、主として、

第三紀古層に属する黄褐色の砂岩及びその間に挟まれた灰色の泥板岩から

なり、その間に薄い炭層を含んだ所があるが傾斜は概してゆるやかである。

玄武岩は、黒色を帯び、淡褐色の橄覧石、無色ないし淡褐色の輝石、斜長

石の巨晶及び磁鉄鉱からなっており、北側の松原、牟田、田代、山の田附

近の一部と将冠岳の西麓、弓張岳の中腹に見受けられ、国見山脈の最も急

峻な地帯から西南に向って次第に緩傾斜を作りながら相浦沿岸の沖積層の

下に没している。 

内陸直下型地震の要因となる活断層の分布については、第三紀層を切る

断層は多数あるが、第四紀に活動したことが確実なものはない。しかし、
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活断層が確認されていないＭ６クラスの地震はいつ・どこで発生してもお

かしくないと考えられている。 

２ 気象 

佐世保市は、下記の表の通り、年平均気温が１７．２℃、年降水量が１

９８９．０ｍｍであり、我が国のなかでは比較的温暖・多雨の傾向を持つ。

温暖・多雨傾向の要因は、佐世保市が南側から西側にかけて海に面してお

り、近海を流れる対馬海流の影響を受けていることが考えられる。 

 

 

 

３ 災害に関する気象 

（１）強風 

災害を起こすような強風の原因には台風・低気圧・季節風・前線・竜

巻・雷雨等の気象じょう乱や地形効果が加わって起こる局地風がある。

佐世保市では、最大風速（１０分間平均風速の最大値）が１０ｍ／ｓ以上

の風は冬期の季節風、春秋の低気圧、台風等により、年間２８．５日発生

している。また、最大風速が１５ｍ／ｓ以上の強い風や２０ｍ／ｓ以上

の暴風は、台風の接近や強い冬型の気圧配置で発生することが多い。 

なお、風速は地形や廻りの建物などに影響されることや、風の吹き方

は絶えず強弱の変動があり、瞬間風速は平均風速の１．５倍から３倍以

上になること、風速が２倍、３倍になると、風圧は４倍、９倍と大きくな
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ることに注意を要する。 

 

 

 

（２）台風 

熱帯の海上で発生する低気圧を「熱帯低気圧」と呼ぶところ、このうち

北西太平洋（赤道より北で東経１８０度より西の領域）または南シナ海

に存在し、なおかつ低気圧域内の最大風速がおおよそ１７m/s（３４ノッ

ト、風力８）以上のものを「台風」と定義している。 

台風は、１９９１（平成３）～２０２０（令和２）年の平年値によると、
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年間２５．１個発生し、月別の発生数は８月が５．７個と最も多い。ま

た、日本への年間の接近数は１１．７個、上陸（台風の中心が北海道・本

州・四国・九州の海岸線に達した場合。ただし、台風の中心が小さい島や

半島を横切って短時間で再び海に出る場合は「通過」という。）した数は

３．０個である。このうち九州北部地方（山口県を含む）に接近（台風の

中心が国内のいずれかの気象官署から半径３００ｋｍ以内の域内に入っ

た）した台風は、年間３．８個である。 

台風が接近するとき、暴風、大雨、高潮、高波などによる甚大な災害が

発生することがある。気象庁は台風のおおよその勢力を示す目安として、

風速（１０分間平均）をもとに台風の「大きさ」と「強さ」 を表現して

いる。 
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（３）梅雨 

梅雨は、春から夏に移行する過程で、その前後の時期と比べて雨が多

くなり、日照が少なくなる季節現象である。梅雨の入り・明けは、平均的

に５日間程度の「移り変わり」の期間があることから、その遷移期間のお

おむね中日をもって「○○日ごろ」と表現している。 
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佐世保市が含まれる九州北部地方（山口県を含む）の梅雨入り・明けの

平年値（１９９１（平成３）～２０２０（令和２）年）は以下の通りであ

る。 

 

梅雨入り    ６月４日ごろ 

梅雨明け    ７月１９日ごろ 

 

また、佐世保市の１９９１（平成３）～２０２０（令和２）年における

６月・７月の月降水量の平年値は以下の通りである。 

 

６月      ３２８．９㎜  

７月      ３４２．２㎜ 

 

梅雨期の前半、前線が九州の南海上に停滞する時期は地雨性の降水が

多く、前線が北上して九州北部にかかる後半には短時間の強い雨が降り

やすくなる。１９５７（昭和３２）年諫早大水害、１９８２（昭和５７）

年の長崎大水害が典型的な事例である。１９６７（昭和４２）年７月９日

の昭和４２年７月豪雨は、梅雨前線が停滞したところに台風から弱まっ

た低気圧がこの前線上を通過したために集中的な大雨が降った。 

梅雨末期の集中豪雨が特に災害を大きくするもう一つの要因に「直前

の大雨」がある。この時期は、地面が十分に水を含み保水力が減り、地面

が緩んでいることが多い。この状態における降水は全てが地表水になっ

て流水し、山肌や崖を崩し、土石流となる。最近は山・崖崩れ、土石流、

地すべり等によるいわゆる土砂災害が自然災害のなかで大きな比重を占

めている。 
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（４）地震 
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佐世保市（佐世保特別地域気象観測所）においては、１９４７（昭和２

２）年の観測開始から２０２２（令和４）年までに震度１以上が観測され

た地震は１１９回である。最大震度は震度４で、これは２００５（平成１

７）年３月２０日の福岡県北西沖の地震（Ｍ７.０）によるものである。

２０１６（平成２８）年４月の熊本県熊本地方の地震は、最大震度は震度

３であった。 

佐世保市を含む長崎県北部は比較的地震活動が穏やかなところである

が、周辺（長崎県外を含む）で過去にはＭ６～７の地震が発生しており、

２０１６（平成２８）年４月の熊本県熊本地方で最大Ｍ７．３の地震が発

生した。 

 

 

 

（５）津波 

佐世保市は過去における津波の被害は少ないが、沿岸に位置するため

津波について常に注意を払わなければならない。最近では２０１１（平

成２３）年３月１１日、三陸沖で発生した地震（「平成２３年（２０１１

年）東北地方太平洋沖地震」）により津波を観測した。 
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第２ 社会条件 

佐世保市は、九州の北西端、長崎県の北部に位置する。佐世保市中心部

から長崎市までは約８０ｋｍ、福岡市まで約１００ｋｍ、東京まで約１,０

００ｋｍ、中国上海市まで約８００ｋｍの位置にある。 

総面積は長崎県全体の約１０％にあたる４２６．０１㎢を有している。

佐世保市内では烏帽子岳（５６８ｍ）や将冠岳（４４３ｍ）等の山系が連

なり、臨海部ではリアス式海岸が形成され、各所に半島や岬が見られる。

このリアス式海岸と大小の島々が織り成す複雑な自然景観は、西海国立公

園「九十九島」として称賛されている。気象条件は、対馬暖流の影響を受

け、年平均気温１６．９度（２０１４（平成２６）年）、年平均降水量約２，

２００mm（２０１４（平成２６）年）と温暖な気候である。都市としての

発展の歴史をみると、１８８６（明治１９）年に旧海軍の鎮守府と軍港の

設置が決定されてから急速に発展し、１９０２（明治３５）年に村から一

挙に佐世保市となった。以降、昭和、平成の合併を経て現在の佐世保市域

となる。 

人口は１９６０（昭和３５）年の約２６２,０００人をピークに、その後

は２５０,０００人前後で推移していたが、旧６町との合併を経て、現在は

約２３７，０００人となっている。戦後は平和産業港湾都市として、造船

や炭鉱を柱にした発展を経て、現在は造船等の製造業とともに長崎県北地

域の商業・サービス業の中心都市となっている。 

佐世保駅はＪＲ佐世保線の終着駅であり、長崎県北地区へは第３セクタ

ーの松浦鉄道により、長崎へはＪＲ大村線により連結している。また、三

浦地区の鯨瀬桟橋は離島航路、新みなと浮桟橋は近海航路の発着基地にな

っている。 

国県道による隣接地域との主要アクセスは、高規格自動車専用道・西九

州自動車道、国道３５号､２０２号､２０４号､２０５号､４９８号、主要地
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方道・佐世保嬉野、佐世保日野松浦、佐世保吉井松浦の各線、一般長崎県

道・佐世保鹿町、佐世保世知原の各線により連結している。国道３５号､２

０４号は佐世保市内を南北に貫く幹線道路であるが、地形の制約から、幅

員が狭隘で朝夕の交通混雑の一因となっている。 

佐世保市のライフライン等の状況は以下の通りである。 

 

① 水道普及率 

２０２１（令和３）年度末において、水道普及率は９９．８％で  

ある｡ 

② 下水道普及率 

２０２１（令和３）年度末において､下水道普及率は６０．４％

である｡ 

③ 都市ガス普及率 

２０２０（令和２）年度末において､都市ガス普及率は３７．４％

である｡ 

④ 電気普及率 

佐世保市内の電気の普及率は１００％である｡ 

⑤ 建物の状況 

佐世保市にある建物棟数は、２０２１（令和３）年１月１日現在、

１４９，４７１棟でこのうち木造建物は８１．０２％である。 

 

第３ 原子力発電 

佐世保市の近隣には玄海原子力発電所が存在する。緊急時防護措置を準

備する区域（ＵＰＺ： Urgent Protective Action Planning Zone）につい

ては、原子力規制委員会が「原子力災害対策指針」において示す目安及び

長崎県地域防災計画（原子力災害対策編）を踏まえ、玄海原子力発電所か
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ら半径３０ｋｍ圏内の地域を対象としており、佐世保市内の対象地域及び

地区の範囲を定められている。範囲は下記の一覧表記載の通りである。ま

た、半径３０ｋｍ圏に隣接する地域についても、気象状況等を踏まえて柔

軟に配慮されている。 
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第４章 佐世保市における防災・減災に関する施策の概要と担当部局 

  

第１ 計画の概要  

 

佐世保市は、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、佐世保市の地域

にかかる災害対策に関し、下記の事項を定め、災害の未然防止、災害の軽

減及び災害復興のための諸施策を明らかにし、これを総合的かつ計画的に

推進することによって、佐世保市防災体制の確立を図り、佐世保市民福祉

の増進と佐世保市勢の発展を期することを目的とする「佐世保市地域防災

計画」を策定している。本監査報告書では、この「佐世保市地域防災計画」

の詳細を精査・検討している。 

 

１ 佐世保市の地域にかかる防災に関し、佐世保市の区域内の公共的団

体その他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業務の大綱 

２ 防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練そ

の他の災害予防計画 

３ 災害に関する情報の収集及び伝達、避難、消火、水防、救難、救助、

衛生その他の災害応急対策の計画 

４ 災害復旧に関する計画 

５ 災害に関する各種の措置に要する労務、施設、設備、物資、資金等の

整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画 
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第２ 佐世保市における担当部局と財務内容 

防災・減災に関する施策は多岐にわたり、佐世保市の多くの部署が何ら

かの施策に関わっているところ、本報告書では、防災・減災に関する施策

に関係が深い防災危機管理局及び佐世保市消防局についてのみ述べる。 

 

１ 防災危機管理局の職務分掌と財務内容 

（１）防災危機管理局について  

防災危機管理局は、防災・減災に関する施策全般を担当する。             

（２）組織構成・事務分掌 

防災危機管理局の組織構成や事務分掌は以下の通りである。 

ア 組織構成 

防災危機管理局の組織構成は以下の通りである。 
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イ 職務分掌 

防災危機管理局の職務分掌は以下の通りである。なお、提供された資

料のうち、職員の氏名は削除している。 

 

佐世保市防災危機管理局　機構図

補職別 部長職 次長職 課長職 補佐職 係長職 主査職 一般職 会年職

主　幹

防災危機
管理専門

官

主　幹

防　　災
推進担当

防災教育
広報担当

国民保護
計画担当

防災行政
無線担当

災害警戒
本部設置

時
本部長

副本部
長

及び
本部対策班
班     　長

本部対策班

副班長

災害対策
本部設置

時
本部長

副本部
長

本部対策部

部　長

本部対策班

班
長

本部対策班

班
長

国民
保護
計画

国民保護
対策対策
本部設置

時

本部長
副本部

長

本部対策部

部　長

本部対策班

班
長

本部対策班

班
長

係　長 係　員

市　長 副市長
局　長 次　長

課長補
佐

課長補
佐

専門官 主　査

≪防災危機管理局について≫

①現在は部局長以下１３名の職員（会計年度職員を含む）
で構成
②次長は政策調整担当課長を兼任している
③各種の気象警報等への対応をはじめ、有事の際には災害
警戒本部
　（対策本部）を立ち上げ、災害対応や住民避難等を統括
する
④災害警戒本部設置時における副本部長は、次長若しくは
　本部長から予め指名された主幹が務める
⑤補佐職と係長職の中間である専門官は、令和６年度から
新設され
　れた制度（役職定年者）

地域
防災
計画
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2024/4/1現在

補職名 職　種 氏　名 事　務　分　掌

局　長 事務職 1 防災危機管理に係る総合統括に関すること。

1 防災危機管理に係る総合調整に関すること。

2 災害警戒本部・災害対策本部運用に関すること。

3 危機対策会議に関すること

4 国土強靭化、防災・減災実効計画に関すること。

5 局員の指揮監督に関すること。

1 防災危機管理に係る調整に関すること。

2 災害警戒本部・災害対策本部運用に関すること。

3 自主防災リーダー育成に関すること。

4 各種防災訓練に関すること。

5 原子力艦及び原子力施設防災対策に関すること。

6 国民保護対策に関すること。

7 国民保護関連マニュアル等に関すること。

8 地域防災計画及び防災会議開催に関すること。

9 防災協定に関すること。

10 特定個人情報事務取扱に関すること。

11 防災関係機関との連絡調整に関すること。

12 局員の指揮監督に関すること。

1 災害警戒本部・災害対策本部運用に関すること。

2 自主防災組織育成に関すること。

3 地震・津波対策に関すること。

4 防災行政無線の運用に関すること。

5 原子力艦及び原子力施設防災対策に関すること。

6 各種防災訓練に関すること。

7 地域型防災訓練に関すること。

8 防災行政無線の維持管理に関すること。

9 防災行政無線戸別受信機貸与業務に関すること。

10 屋外拡声子局整備計画に関すること。

11 防災関連システムに関すること。

12 特定個人情報の事務取扱に関すること。

13 水防・土砂災害対策（ハザードマップ等）に関すること。

14 局員の指揮監督に関すること。

主　幹
(防災情報

担当)
消防職

事　務　分　掌

次　長 消防職

主　幹
（防災危機

管理専門官）
事務職

防災危機管理局
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1 災害警戒本部・災害対策本部運用に関すること。

2 避難情報の判断・伝達マニュアルに関すること。

3 各種防災訓練に関すること。

4 地域型防災訓練に関すること。

5 原子力艦及び原子力施設防災対策に関すること。

6 国民保護計画及び国民保護協議会開催に関すること。

7 国民保護関連マニュアル等に関すること。

8 水防・土砂災害対策（ハザードマップ等）に関すること。

9 要配慮者利用施設の避難確保計画作成促進に関すること。

10 災害危険箇所視察に関すること。

11 特定個人情報事務取扱に関すること。

12 その他防災業務に関すること。

13 局員の指揮監督に関すること。

1 災害警戒本部・災害対策本部運用に関すること。

2 災害情報共有システムの運用に関すること。

3 地震・津波対策に関すること。

4 予算の執行及び決算の事務に関すること。

5 避難所運営班の運用に関すること。

6 危機対策会議に関すること。

7 局内の庶務に関すること。

8 Yahoo! 防災速報システムに関すること。

9 被災者支援システムに関すること。

10 緊急速報メール(エリアメール)に関すること。

11 統合型地理情報システム（GIS）に関すること。

12 長崎県防災情報システム（Ｌアラート）に関すること。

13 安否情報システム（消防庁）に関すること。

14 全国瞬時警報システム(Ｊアラート)に関すること。

15 緊急情報ネットワークシステム(Em-net)に関すること。

16 ＳＮＳ（LINE・Facebook,X等）に関すること。

17 特定個人情報事務取扱に関すること。

18 その他防災業務に関すること。

1 自主防災リーダー育成に関すること。

2 防災意識啓発（出前講座等）に関すること。

3 自主防災組織結成・育成及び用品管理等に関すること。

4 地区防災計画策定推進に関すること。

5 各種防災訓練に関すること。

6 原子力艦防災対策に関すること。

7 防災関係職員研修（広域連携事業）に関すること。

8 原子力施設防災対策に関すること。

9 国民保護計画及び国民保護協議会開催に関すること。

10 水防・土砂災害対策（ハザードマップ等）に関すること。

11 長崎県防災行政無線に関すること。

12 全国瞬時警報システム(Ｊアラート)に関すること。

13 特定個人情報事務取扱に関すること。

14 その他防災業務に関すること。

課長補佐 事務職

専門官 消防職

課長補佐 消防職
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1 災害警戒本部・災害対策本部運用に関すること。

2 危機対策会議に関すること。

3 避難所の運用等に関すること。

4 各種応急対策計画及び会議開催に関すること。

5 避難情報の判断・伝達マニュアルに関すること。

6 原子力施設防災対策に関すること。

7 国土強靭化、防災・減災実効計画に関すること。

8 国民保護計画及び国民保護協議会開催に関すること。

9 地震・津波対策に関すること。

10 地域防災計画及び防災会議開催に関すること。

11 避難所表示板設置に関すること。

12 予算の執行及び決算の事務に関すること。

13 局内の庶務に関すること。

14 特定個人情報事務取扱に関すること。

15 その他防災業務に関すること。

1 災害警戒本部・災害対策本部運用に関すること。

2 災害情報共有システムの運用に関すること。

3 防災行政無線の維持管理に関すること。

4 防災行政無線の運用に関すること。

5 防災行政無線戸別受信機貸与業務に関すること。

6 屋外拡声子局整備計画に関すること。

7 Yahoo! 防災速報システムに関すること。

8 被災者支援システムに関すること。

9 緊急速報メール(エリアメール)に関すること。

10 長崎県震度情報ネットワークシステムに関すること。

11 長崎県防災行政無線に関すること。

12 長崎県防災情報システム（Ｌアラート）に関すること。

13 全国瞬時警報システム(Ｊアラート)に関すること。

14 緊急情報ネットワークシステム(Em-net)に関すること。

15 ＳＮＳ（LINE・Facebook,X等）に関すること。

16 固定資産台帳管理システムに関すること。

17 特定個人情報事務取扱に関すること。

18 その他防災業務に関すること。

1 災害警戒本部・災害対策本部運用に関すること。

2 災害時避難行動シート・防災マップの管理に関すること。

3 コミュニティ助成事業に関すること。

4 災害警戒本部関係課会議に関すること。

5 避難所運営班の運用に関すること。

6 防災関係職員研修（広域連携事業）に関すること。

7 被災者支援システムに関すること。

8 災害情報共有システムの運用に関すること。

9 Yahoo! 防災速報システムに関すること。

10 ＳＮＳ（LINE・Facebook,X等）に関すること。

11 避難所表示板設置に関すること。

12 危機対策会議に関すること。

13 地域防災計画及び防災会議開催に関すること。

14 業務継続計画・受援計画に関すること。

15 国土強靭化地域計画に関すること。

16 原子力艦防災対策に関すること。

17 防災協定に関すること。

18 予算の執行及び決算の事務に関すること。

19 局内の庶務に関すること。

20 応急対策職員派遣制度（システム）に関すること。

21 ゼンリン住宅地図配信サービスに関すること。

22 特定個人情報事務取扱に関すること。

23 その他防災業務に関すること。

主  事 事務職

主　査 技術職

係　長 事務職
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ウ 職員の資格取得状況等 

職員の資格取得等の状況は以下の通りである。 
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（３）財政状況 

ア 歳入 

２０２３（令和５）年度の歳入は以下の通りである。 

 

 

 

イ 歳出 

２０２３（令和５）年度の歳出は以下の通りである。 
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（４）佐世保市と自治体・民間団体との協定 

 佐世保市は、災害に備え、近隣自治体や民間団体と協定を締結している。

担当部署は多岐にわたるが、防災危機管理局が主体的に担当していること

から、便宜上、この項目で触れる。 

 

災害発生時における協定等一覧 

 

（Ｒ6.2.15現在） 

 

協定の名称 相手方 主管 締結日 

①相互応援協定（地方公共団体） 

1 有事における庁舎の相互利用に関する協定書 長崎県 防災危機管理局 R6.2.15 

2 長崎県県北区域防災相互応援協定 平戸市、松浦市、西海市、東彼杵町、川棚町、波佐見町、小値賀町、佐々町、
県北振興局 

防災危機管理局 H8.7.22 

3 災害時における旧軍港市相互応援に関する協定 旧軍港市 防災危機管理局 H24.9.28 

4 中核市災害相互応援協定 中核市 防災危機管理局 H28.4.1 

5 九州市長会における災害時相互支援プラン 九州市長会各市 防災危機管理局 H30.5.10 

6 渋谷区及び佐世保市災害時相互応援に関する協定 渋谷区 防災危機管理局 H30.1.24 

7 西九州させぼ広域都市圏（連携協約） 

平戸市、松浦市、西海市、東彼杵町、川棚町、波佐見町、小値賀町、佐々町、
新上五島町、伊万里市、有田町 

企画部政策経営課 H31.1.12 

8 長崎県広域消防相互応援協定 県下各消防本部（全１０本部） 消防局警防課 S51.4.1 

9 ダム事前放流に係る治水協定書 (4河川水系 ) 長崎県県北振興局 防災危機管理局 R2.8.17 

②災害時の支援活動に関する協定（指定地方行政機関・地方公共団体等） 

1 災害時における佐世保市内郵便局と佐世保市との相互協力に関する
覚書 

佐世保郵便局 防災危機管理局 H10.8.26 
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2 

土砂災害防止及び山地災害防止に関する佐世保市内郵便局と長崎
県県北振興局及び佐世保市との協力に係る実施協定書 

佐世保郵便局、長崎県県北振興局 防災危機管理局 H13.7.31 

3 佐世保市における大規模な災害時の応援に関する協定書 国土交通省九州地方整備局 防災危機管理局 H23.10.19 

4 災害発生時における相互協力に関する協定書（避難所） 長崎刑務所 防災危機管理局 R2.7.1 

5 「道の駅」させぼっくす９９の防災機能利用に関する基本協定 長崎河川国道事務所 ふるさと物産振興
課 

R2.11.24 

 

6 

 

災害発生時における応急対策業務等に関する包括的協定書 

 

国土交通省九州地方整備局、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県

、鹿児島県、下関市、北九州市、（一社）日本埋立浚渫協会九州支部、九州港湾

空港建設協会連合会、山口県港湾建設協会、（一社）日本海上起重技術協会九州

支部、全国港湾業協会西日本支部、（一社）日本潜水協会福岡支部、（一社）海

洋調査協会、（一社）港湾技術コンサルタンツ協会 

 

港湾部 

 

H28.1.5 

③民間団体等との災害協定 

【インフラ・ライフライン復旧】  

1 緊急給水業務の支援に関する協定書 佐世保管工事協同組合 水道局 S62.8.22 

2 緊急支援業務に関する協定書 一般社団法人 佐世保市水道事業サービス協会 水道局 H28.7.25 

3 災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定書 佐世保市下水道維持管理協会 水道局 R5.2.9 

4 災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定書 公益社団法人日本下水道管路管理業協会 水道局 R5.2.9 

5 佐世保市・日本下水道事業団災害支援協定 日本下水道事業団 水道局 R5.2.9 

6 災害応急対策に必要な水の支援活動（社会貢献）に関する協定書 長崎県北生コン協同組合 防災危機管理局 H20.6.13 

7 災害時における冷凍空調の応急対策に関する協定書 （一社）冷凍空調保安協会 防災危機管理局 H27.3.26 

8 大規模災害発生時におけるＬＰガス供給に関する協定書 （一社）長崎県ＬＰガス協会佐世保支部 防災危機管理局 H22.12.8 

9 災害時における特設公衆電話の設置・利用に関する協定書 ＮＴＴ西日本(株)長崎支店 防災危機管理局 H29.3.17 

10 佐世保市地域災害復旧に関する覚書 九州電力㈱佐世保、平戸、五島配電事業所 防災危機管理局 H29.3.24 

11 災害時におけるレンタル機材の提供に関する協定書 株式会社アクティオ 防災危機管理局 R2.12.18 

12 災害時におけるレンタル機材の提供に関する協定書 太陽建機レンタル株式会社 防災危機管理局 R3.8.2 

13 電気自動車を活用した災害連携協定書 

佐世保タクシー株式会社、日産自動車株式会社、長崎日産自動車株式会社、日
産プリンス長崎販売株式会社、株式会社西九州させぼパワーズ 

防災危機管理局 R3.4.22 

14 漁港等の施設の災害復旧支援に関する協定 一般社団法人水産土木建設技術センター 農林水産部 R4.7.8 

【物資・食糧・燃料補給】 

 

15 災害時における物資の供給に関する協定書 佐世保玉屋 市民生活部 H23.5.1 

16 災害時における物資の供給に関する協定書 イオン九州㈱ 市民生活部 H23.9.1 

17 災害時における物資の供給に関する協定書 ㈱エレナ 市民生活部 H23.10.1 

18 災害時における物資の供給に関する協定書 生活協同組合ララコープ 市民生活部 R1.10.30 

19 災害時における物資の供給に関する協定書 株式会社ナフコ 市民生活部 R2.12.22 

20 災害時における物資の供給に関する協定書 NPO法人コメリ災害対策センター 市民生活部 R4.8.8 

21 災害時における燃料供給等支援活動に関する協定書 長崎県石油商業組合佐世保支部 防災危機管理局 H26.3.26 

【避難生活支援・避難収容】 

 

22 災害時における隊友会の協力に関する協定書 公益社団法人隊友会佐世保支部 防災危機管理局 H26.6.12 

23 災害時における調理等業務に関する協定書 ㈱九州フーズ＆ライフ 教育委員会 H27.7.17 

24 災害時における配送等業務に関する協定書 ㈱九州フーズ＆ライフ 教育委員会 R2.3.18 

25 佐世保市と大塚製薬株式会社との市民の健康維持・増進等に関する
連携協定書 

大塚製薬株式会社福岡支店 保健福祉部 H29.8.31 

26 災害発生時における相互協力に関する協定書（避難所） 南風崎ＭＧレヂデンス株式会社 防災危機管理局 H30.3.26 

27 災害時における自主運営避難所施設としての使用に関する覚書 佐世保仏教連合会 防災危機管理局 R2.9.1 

28 自然災害発生時における海上自衛隊佐世保OB会の支援に関する協定
書 

海上自衛隊佐世保OB会  防災危機管理局 H31.2.15 

29 避難所施設利用に関する協定書 社会福祉法人白寿会 防災危機管理局 R4.5.12 

30 災害時における福祉避難所の開設等に関する協定書 佐世保市老人福祉施設連絡協議会（27施設） 保健福祉部 H26.3.28 

31 災害時における福祉避難所の開設等に関する協定書 介護老人保健施設等（9施設） 保健福祉部 H26.3.28 

32 災害時における福祉避難所の開設等に関する協定書 障がい者支援施設（6施設） 保健福祉部 H26.3.28 

【医療救護】 

 

33 災害時等における災害救助犬の出動に関する協定書 特定非営利活動法人ジャパン使役犬活動センター 防災危機管理局 H28.7.20 

34 災害時等の医療救護活動に関する協定書 一般社団法人佐世保市医師会 保健福祉部 H24.1.1 

35 災害時等の歯科医療救護活動に関する協定書 一般社団法人佐世保市歯科医師会 保健福祉部 H29.6.9 

36 長崎県自治体病院災害時における医療機関相互応援に関する協定 医療機関（25施設） 子ども未来部 H29.11.1 

【災害廃棄物処理】 

 

37 災害時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協定書 一般社団法人長崎県産業資源循環協会 環境部 R3.8.31 

38 災害時における被災建物等の解体撤去等に関する協定書 一般社団法人長崎県建造物解体工事業協会 防災危機管理局 H30.4.3 

39 非常災害及び感染症発生時における一般廃棄物の収集運搬の支援に
関する協定 佐世保市一般廃棄物処理業協同組合 環境部 R3.12.1 
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書 

40 非常災害時における廃棄物処理等の協力に関する協定書 長崎県環境保全協会、長崎県環境整備事業協同組合 環境部 R4.3.30 

【し尿収集運搬・処理】 

 

41 災害時におけるし尿等の収集運搬の協力に関する協定書 佐世保市生活環境保全整備協議会 環境部 H26.10.10 

【遺体の取り扱い】 

 

42 災害時における協力に関する協定書 一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 防災危機管理局 H31.1.31 

【緊急輸送】 

 

43 災害時における軽自動車輸送の協力に関する協定書 たつみ運送 市民生活部 H28.3.31 

44 災害時における軽自動車輸送の協力に関する協定書 井手運送 市民生活部 H28.3.31 

45 災害時における軽自動車輸送の協力に関する協定書 赤帽  長崎県軽自動車運送協同組合  佐世保支部 市民生活部 H28.3.31 

【災害広報】 

 

46 災害緊急放送に関する協定 ＦＭさせぼ 防災危機管理局 H19.8.27 

47 災害緊急放送に関する協定 九州テレ・コミュニケーションズ㈱ 防災危機管理局 H29.8.16 

48 災害に係る情報発信等に関する協定 ヤフー株式会社 防災危機管理局 H29.8.17 

【被害状況把握】 

 

49 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 社団法人  長崎県建設業協会佐世保支部 契約監理室 H21.1.15 

50 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 社団法人  長崎県中小建設業協会佐世保支部協会 契約管理室 H21.8.10 

51 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 佐世保電気工事業協同組合 防災危機管理局 H22.3.15 

52 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 佐世保市造園建設業協同組合 契約監理室 H22.4.23 

53 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 社団法人長崎県建設業協会北部支部佐世保分会 契約監理室 H22.9.30 

54 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 県北防災建設業協同組合 契約監理室 H22.9.30 

55 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 佐世保市北部地域防災協議会 契約監理室 H22.9.30 

56 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 佐世保市法面技術協同組合 契約監理室 H22.9.30 

57 大規模災害発生時における支援活動(社会貢献)に関する協定書 社団法人長崎県地質調査業協会 契約監理室 H22.9.30 

58 原子力防災に係る長崎県民の安全確保に関する協定書 九州電力㈱ 防災危機管理局 H24.6.9 

59 災害時における地図製品等の供給等に関する協定書 ㈱ゼンリン 防災危機管理局 H29.3.29 

60 災害時における無人航空機による協力に関する協定書 国土交通省認定講習団体 ㈱ＦｌｉｇｈｔＰＩＬＯＴ 防災危機管理局 H30.8.1 

【被災建物・宅地被害調査】 

 

 

【復興】 

 

 

 

合計75団体（地方自治体・民間等） 

 

【意見】 

 佐世保市は、災害の発生に備え、近隣自治体や各種民間団体と締結している

ものの、主として物資の準備・移動、インフラ整備に関する協定に限られ、被

災住民に対するサービスという視点での協定は締結できていない。例えば、他

の自治体では、弁護士会との間で、豪雨や地震等の自然災害が発生した場合に、

一人ひとりの被災者に対する迅速な生活再建の支援を図るため、弁護士による

相談や有益な法的情報の提供、災害に備えて平時から連携強化（勉強会や意見


